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向けた取引費用を節約することができると考えた。また、Kahnemanらは二重過程理論（dual process theory） 
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を提唱している。人間は本能的なシステム１と熟慮的なシステム２の行動システムを持ち合わせており、それを
併用して行動をするというものである。仮に、この仮説に従い人間が行動しているとすれば、システム２に替わ
って、法律上の制度が補完的役割を果たすと考えられる。その一つの戦略として、プレコミットメント戦略とい
うものがある。これは、現実社会の人間のエラーを見越して、コミットメントを容易に破棄できないような仕組
みをつくり、管理体制を整えることである。 
このことから、次に、労働安全衛生法を対象とし、ストレスチェックの生理指標とKahnemanらの二重過程
理論を用いて考察した。結果から、今後の展開として、客観指標の確立と診断の合理化も期待できることから、
ストレスチェック制度導入に加え生体計測ソフトの同時導入を提案したい。その具体案として、通知システムの
構築を目指し、より現場の状況をシステムに反映させることが可能となると考えている。職場での具体的な活動
には、「カウンセリングと支援の利用」が含まれるため、今後は、メンタルヘルスカウンセラー等と協働するこ
とで、実際の現場における精神保健対策実施にさらなる有用性を持たせることができると考える。この結論は、
単に法改正に伴う新たな制度の導入への提案のみにとどまらない。費用便益分析の観点からも、企業はメンタル
ヘルス悪化環境を発生させないことが最善であるし、政府にとっても、課税あるいは規制および補助金を課すこ
とによる費用を削減することが最善である。そのために、まずは、政府の介入によらない外部性の内部化に向け
て、ストレスチェック制度導入に加え生体計測ソフトの同時導入の検討を提案する。これは、意思決定者として
の人間の二重過程理論で説明されるところの、システム２に替わって、ストレスチェックという法律上の制度が
補完的役割を果たし、人間の主観的厚生概念の構築に正の外部性をもたらす可能性があると考えられる。したが
って、現行法の改正に伴う制度導入に行動経済学的貢献がなされるであろうし、その根拠として生体計測による
評価の有用性が考えらえる。 
 
４ 特徴と今後の課題 
本研究の特徴は、本研究によって導き出された結果から、経済システムの動きを理解し、その諸問題を有用な
方法で分析し、あるいは政策決定の基礎を確立するために、契約法や会社法の領域おいて、限定合理性を分析対
象としてきた分野である行動経済学を、新たに法と経済学研究の枠組みに取り込み、従来の法と経済学研究の中
に行動経済学の手法を用いた研究の位置づけを一定程度示したことである。契約法では、企業内容等の開示に関
する内閣府令に対し、認知的バイアスであるアンカリング効果により逆選択が起こりうる点を指摘した。また、
現行の会社法に対し、ナッジによる株主と債権者の利害調整が可能になると考え、株主と債権者の利益最大化か
らレピュテーションによる企業価値最大化へ向けた考察を行った。それ以外の領域では、労働安全衛生法の改正
に伴うストレスチェック制度の導入について、心電図のRRI解析によるVDT作業疲労の評価から、行動経済学
の二重過程理論の有用性に関する提案をした。これらの提案は、政策当局が立案する諸制度にも、少なからず影
響を及ぼす可能性が考えられる。 
その分析手法に、先行研究で行われてきた記述式回答以外に、脳科学の技術発展による簡易計測器材や情報工
学の生体計測機器を利用した実験を行ったことも特徴の一つである。また、従来行われてきた理論研究から実証
研究へと視点を切り替えて、日本に存在する唯一の３度法的手続きを行った再倒産企業の再建におけるプロセス
に着目した点も特徴である。 
事業再生をめぐる一連の研究結果から、学ぶことは、取引費用が決してゼロにならない社会において、いかに
して当事者間で意思決定の方向性を保つかということである。企業は、固執行動やサンク・コスト効果を抱えな
がらも、コアコンピタンスを損なわず、事業再生に値する企業であるかを証明しなければならない。それは、事
業再生の本来あるべき姿であると考える。政策立案者は本来の企業の存在意義を確認しながら、環境を整える必
要があるのではないだろうか。リバタリアン・パターナリズムの可能性を認識し、その立場からアノマリー等に
配慮し、政策決定の基礎の確立を目指すことを期待する。結果として、政策を立案する側とそれを利用する側の
取引費用の節約につながるのではないだろうか。それは、コーズが述べる、法律の意義であると考える。 
 
